
 
 
	 

いつも大変な感銘を受けている【内田樹の研究室】より転載致します。（ご本人が転載ま

ったく問題なしと仰られていますので）内田さんはなぜこの時期にこのテーマについて

書かれたのかを考える必要があります。	 

	 

原子力発電所が絶対に安全でどんな災害・天災にも耐え得ると保証されない以上、原子

力発電は経済の問題として考えるべきでは無く、哲学の問題として考える範疇のものだ

と信じて疑いません。甘っちょろいと言われるかもしれないですが。	 

	 

〈転載ここから〉	 

	 

2014年11月26日	 

	 

川内原発再稼働について	 

	 13日の朝日新聞に掲載された「川内原発再稼働について」の寄稿のロングヴァージョ

ンです（紙面では行数が少し減りました）。	 

	 

	 九州電力川内原発の再稼働に同意した鹿児島県の伊藤祐一郎知事は７日の記者会見で

自信ありげに再稼働の必要性を論じていました。	 

私は「事態は『３・１１』以前より悪くなってしまった」と感じました。	 

	 

	 原発で万が一の事故があれば、電力会社も国の原理力行政も根底から崩れてしまう。

「福島以前」には原子力を推進している当の政府と電力会社の側にもそのような一抹の

「おびえ」がありました。でも、東京電力福島第一原発の事故は、その「おびえ」が不

要だったということを彼らに教えました。	 

	 これまでのところ、原発事故について関係者の誰ひとり刑事責任を問われていません。

事故処理に要する天文学的コストは一民間企業が負担するには大きすぎるという理由で

税金でまかなわれている。政府と東電が事故がもたらした損失や健康被害や汚染状況を

どれほど過小評価しても、それに反証できるだけのエビデンスを国民の側には示すこと

ができない。	 

	 彼らは原発事故でそのことを「学習」しました。	 

鹿児島県知事は「たとえこのあと川内原発で事故が起きても、前例にかんがみて、「何が

起きても自分が政治責任を問われることはない」ということを確信した上で政治決定を

下したのです。	 
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	 僕も彼らが利己心や邪悪な念によって原発再稼働を進めているとは思いません。彼ら

は彼らなりに「善意」で行動している。主観的には首尾一貫しているんです。それは、

せいぜい五年程度のスパンの中での経済的利益を確かなものにすることです。経営者と

しては当然のことです。しかし、１億人以上の人が、限られた国土で、限られた国民資

源を分かち合いながら暮らし続けることを運命づけられた国民国家を運営するには、百

年単位でものごとを考えなければならない。株式会社なら、四半期の収支が悪化すれば、

株価が下がり、倒産のリスクに瀕します。だから、「百年先」のことなんか考えていられ

ないし、考えることを求められてもいない。目先の利益確保があらゆることに最優先す

る。でも、国民国家の最優先課題は「いま」収益を上げることじゃない。これから何百

年も安定的に継続することです。株式会社の経営と国家経営はまったく別のことです。

原発推進派はそれを混同してしまっている。	 

	 

	 社会が成熟すれば経済活動は必ず停滞する。生身の身体の欲求に基づいて経済活動が

ある限り、「衣食足り」れば消費は頭打ちになる。成熟社会では人口が減り、消費活動は

不活発になる。成長しない社会において、どうやって国民資源をフェアに分配するか、

この問いに答えるためにはそのための知恵が要ります。でも、わが国の政治家も官僚も

財界人も学者もメディアも、誰一人「経済成長が終ったあとに健康で文化的な国民生活

を維持する戦略」については考えてこなかった。	 

「パイ」が増え続けている限り、分配の不公平に人はあまり文句を言いません。でも、

「パイ」が縮み出すと、人々は分配が公正かどうか血眼になる。そういうものです。資

源の公正な再分配にはそのための知恵が要ります。しかし、今の日本にはその知恵を持

っている人も、そのような知恵が必要だと思っている人もいない。相変わらず「パイが

膨らんでいる限り、パイの分配方法に国民は文句をつけない」という経験則にしがみつ

いている。	 

原発再稼働は「パイのフェアな分配」については何のアイディアもなく、ただ「パイを

増やすこと」以外に国家戦略を持たない人たちの必至の結論です。	 

	 	 	 	 	 	 

	 福島の事故は、放射能汚染で国土の一部を半永久的に失う事態を招きました。でも、

尖閣諸島では「国土を守れ！」と熱する人々も原発事故で国土が失われるリスクにまっ

たく関心を示さない。それはナショナリストたちも「パイが大きくなる」こと以外に何

の目標も持っていないからです。	 

領土問題で隣国と競り合うのは、彼らの眼には領土もまた「パイ」に見えているからで

す。	 

中国や韓国の「取り分」が増える分だけ、日本の「割り前」は減る。そういうゼロサム

ゲームで彼らは国際関係を捉えている。だから、国内における国土の喪失には特段の意

味を感じないのです。	 

	 原発を稼働すれば経済戦争で隣国に対するアドバンテージが得られると訊けば、この

「ナショナリスト」たちは国土の汚染や国民の健康被害など「無視していい」と平然と

結論するでしょうし、現にそうしている。	 

	 

	 日本が誇れる国民資源は何よりも豊かなこの「山河」です。国破れて山河あり。戦争

に負けても、恐慌が来ても、天変地異やパンデミックで傷ついても、この山河がある限



り、国民は再生できます。日本の森林率は６７％で世界トップクラス。温帯モンスーン

の肥沃な土壌のおかげで主食のコメはなんとか自給できます。豊富な水、清浄な大気。

これらがほとんど無償で享受できる。こんな豊かな山河に恵まれた国は世界でも例外的

です。国民が知恵を出し合ってフェアに分配し、活用すれば何世紀も生きているだけの

「ストック」がある。なぜ、国土を汚染し、人間が住めない土地を作るリスクを冒して

まで目先の金を欲しがるのか。それは原発推進派の人たちには「長いスパンで国益を考

える」という習慣がないということでしか説明できません。	 

	 	 	 	 	 	 

	 原子力発電から手を引くのは文明の退化だ。そんな主張をなす人もいます。でも、原

子力発電と人類の文明の成熟の間に相関はありません。	 

	 ２０世紀初頭に米・テキサスで大油田が見つかり、「ただ同然」のエネルギー源を利用

した内燃機関文明と今日に至るアメリカの覇権体制が基礎づけられました。でももしあ

のときテキサスで油田が見つかっていなければ、２０世紀のテクノロジーはおそらくま

ったく別のかたちを取っていたでしょう。石油エネルギーは人類がある時点で「たまた

ま」選んだ選択肢の一つに過ぎません。	 

	 

	 原子力もそれと同じです。原子力がなければ、それに代わる何かを私たちは見出す。

文明というのは人間の知性のそのような可塑性と自由度のことです。原子力がなければ

滅んでしまうような文明は文明の名に値しません。	 

	 	 

	 多くの国民は国土の汚染や健康被害のリスクを受け入れてまでけ経済成長することよ

りも、あるいはテクノロジーの劇的な進化よりも、日本列島が長期的に居住可能であり、

安定した生活ができることを望んでいます。	 

	 

	 成長なき社会では、「顔の見える共同体」が基礎単位となることでしょう。地

域に根を下ろした中間共同体、目的も機能もサイズも異なるさまざまな集団が幾

重にも重なり合い、市民たちは複数の共同体に同時に帰属する。	 

生きてゆくためにほんとうに必要なもの（医療や教育や介護やモラルサポート）

は市場で商品として購入するのではなく、むしろ共同体内部で貨幣を媒介させず

に交換される。そのような相互支援・相互扶助の共同体がポスト・グローバル資

本主義の基本的な集団のかたちになるだろうと私は予測しています。	 

百年単位の経済合理性を考えれば、それが最も賢いソリューションだからです。	 

	 

〈転載ここまで〉	 


